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議案第41号

（総　則）

第１条 平成27年度一関市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) 給 水 戸 数 33,500 戸

(２) 年間総配水量 11,046,100

１日平均配水量 30,181

(３) 建設改良事業 1,165,320 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水道事業収益 2,471,172 千円

第１項 2,125,303 千円

第２項 345,858 千円

第３項 11 千円

支 出

第１款 水道事業費用 2,334,927 千円

第１項 1,965,175 千円

第２項 299,481 千円

第３項 69,191 千円

第４項 1,080 千円

（資本的収入及び支出）

収 入

第１款 資本的収入 757,943 千円

第１項 600,000 千円

第２項 42,032 千円

第３項 9,960 千円

第４項 105,950 千円

第５項 1 千円

予 備 費

企 業 債

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

出 資 金

負 担 金

補 助 金

平成27年度一関市水道事業会計予算

固定資産売却代金

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額 1,130,755千円は、当年度分損益勘定留保資金 836,154千円、建設改良積立金

211,002千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 83,599千円で補てんするもの

とする。）。

-1-



支 出

第１款 資本的支出 1,888,698 千円

第１項 1,165,320 千円

第２項 707,737 千円

第３項 2,911 千円

第４項 12,730 千円

（継続費）

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(１) 第９条に定める経費以外の同一款内の間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

  の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(１) 職員給与費 344,731 千円

(２) 交　際　費 100 千円

（一般会計からの補助金）

第10条 地方公営企業法第１７条の３による一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、146,757千円

  である。

（たな卸資産購入限度額）

第11条 たな卸資産の購入限度額は、36,070千円と定める。

平成27年2月17日提出

一関市長  勝 部 　修

量 水 器 費

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

営 業 設 備 費

建設改良事業 600,000千円
普 通 貸 借 又
は 証 券 発 行

年3.5％以内(ただし、利率見直
し方式で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の利率)

借入先の融資条件による。ただし、財
政又は借入先の都合により据置期間若
しくは償還期限を短縮し、又は繰上償
還若しくは低利に借換えすることがで
きる。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

款 項 事業名 総額 年度 年割額

平成２７年度 32,800千円

平成２８年度 22,928千円

平成２７年度 114,807千円

平成２８年度 143,805千円

1.水道事業費用 1.営業費用
水道事業統合に係る変更計
画策定事業

55,728千円

1.資本的支出 1.建設改良費 沢第２ポンプ場建設事業 258,612千円
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Ⅱ 予算に関する説明書 
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収益的収入及び支出

収  入

予 定 額

（千円）

 1 水道事業収 2,471,172

   益

 1 営業収益 2,125,303

 1 給水収益 2,090,240

 3 その他の営 35,063

   業収益

 2 営業外収益 345,858

 1 受取利息　 1,200

   及び配当金

 2 他会計補助 146,757

　 金

 4 長期前受金 153,595

　 戻入

 5 雑収益 44,306

 3 特別利益 11

 1 固定資産　 1

   売却益

 2 過年度損益 10

   修正益

平成27年度一関市水道事業会計予算実施計画

款 項 目 備　　　考
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平成 24 年度 　当初予算実施計画 2012/1/25 19:45:05 2 頁

支  出

予 定 額

（千円）

 1 水道事業費 2,334,927

   用

 1 営業費用 1,965,175

 1 原水及び浄 398,785 原水及び浄水の費用

   水費

 2 配水及び給 320,311 配水及び給水の費用

   水費

 4 業務費 112,355 料金徴収の費用

 5 総係費 143,955 一般管理の費用

 6 減価償却費 954,749

 7 資産減耗費 35,000

 8 その他営業 20

   費用

 2 営業外費用 299,481

 1 支払利息及 264,423

   び企業債取

   扱諸費

 3 雑支出 20

 4 消費税及び 35,038

   地方消費税

 3 特別損失 69,191

 1 固定資産　 1

   売却損

 2 過年度損益 1,050

   修正損

 3 臨時損失　 1,566 原水等放射能測定の費用

 5 その他特別 66,574 宮田浄水場等解体の費用

   損失

 4 予備費 1,080

 1 予備費 1,080

款 項 目 備　　　考
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平成 24 年度 　当初予算実施計画 2012/1/25 19:45:05 3 頁

資本的収入及び支出

収  入

予 定 額

（千円）

 1 資本的収入 757,943

 1 企業債 600,000

 1 企業債 600,000 建設改良事業に係る企業債

 2 出資金 42,032

 1 出資金 42,032 一般会計出資金

 3 負担金 9,960

 1 工事負担金 9,960 他工事による配水管移設負担金

 4 補助金 105,950

 1 国庫補助金 105,950

 5 固定資産売 1

   却代金

 1 固定資産売 1

   却代金

平成 24 年度 　当初予算実施計画 2012/1/25 19:45:05 4 頁

支  出

予 定 額

（千円）

 1 資本的支出 1,888,698

 1 建設改良費 1,165,320

 1 一般改良事 1,165,320 浄水施設及び配水管の整備の費用

   業

 2 企業債償還 707,737

   金

 1 企業債償還 707,737

   金

 3 量水器費 2,911

 1 量水器費 2,911

 4 営業設備費 12,730

 1 固定資産購 12,730

   入費

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考
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（単位:円）

資金期末残高 1,743,761,794

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 65,705,000

資金増加額（または減少額） △ 132,556,417

資金期首残高 1,876,318,211

企業債による収入 600,000,000

企業債の償還による支出 △ 707,737,000

一般会計からの出資金による収入 42,032,000

投資活動による未払金の増加額 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 981,525,843

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

国庫補助金等の収入 105,950,000

工事負担金による収入 9,960,000

投資活動による未収金の減少額 0

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 1,097,435,843

受取利息及び配当金 1,200,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 264,423,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 914,674,426

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

小計 1,177,897,426

未払金増減額（△は減少） 18,886,674

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 4,602,808

引当金の増加額（△は減少） 107,000

受取利息及び配当金 △ 1,200,000

支払利息及び企業債取扱諸費 264,423,000

未収金の増減額（△は増加） △ 501,440

減価償却費 954,749,000

固定資産除却費 35,000,000

長期前受金戻入額 △ 153,595,000

平成27年度一関市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 64,631,000
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1.総　　括

※()内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの

344,73118
（2）

18
（2）

0

0

9

9

（2）

（2）

1,523 △ 3,756 △ 2,224 △ 1,503 △ 3,727

1,745 △ 4,573 △ 2,819 △ 1,454
△ 1

00

302,133

給　与　費　明　細　書

34

計
（千円）

合　計
（千円）

資本勘定
支弁職員

0 5 16,89922,003 46,32538,902 7,423

区　　分

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費
法　定
福利費
（千円）

特別職
（人）

一般職
（人）

手当等
（千円）

損益勘定
支弁職員本

年

度
4,088 167,315 118,537

前

年

度

損益勘定
支弁職員

18 35 105,394 253,262 48,871

39

143,789

合　計 289,940 54,791

7,37421,781

56,245292,759

資本勘定
支弁職員

4,079

0 5 17,716 39,497

18 40

比　較

本 年 度

前 年 度

比　較

資本勘定
支弁職員

39,674

0 △ 817 △ 595

7,957 824

寒冷地
手　当
（千円）

20,72639,539

合　計

2,760 36,433

2,452 72 26 2,520 32,229

2,156

2,679

△ 4,204

2,898

49

△ 1

2,793

△ 4,573

給　料
（千円）

△ 446 42 △ 12 △ 240

住居手当
（千円）

1,854

30 38

報　酬
（千円）

0

4,079

0

2,178

△ 324

0

△ 4,273

0

404 0

管理職
手　当
（千円）

管理職
特勤手当
（千円）

本 年 度

前 年 度

6,006

4,866

118,537

123,110

宿日直
手　当
(千円）

19,928 7,803 817 2,389

46,871

349,004

△ 546

区　分

165,570

222

休日勤務
手　　当
（千円）

通勤手当
（千円）

特殊勤務
手　　当
（千円）

合　計 123,110

101,638 251,038 47,368 298,406145,3124,088

損益勘定
支弁職員

比

較

区　分
児　童
手　当
（千円）

退職手当
負 担 金
（千円）

523△ 1,140 △ 135 798 154 7

合　計
（千円）

手

当

等

の

内

訳

扶養手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

時間外
手　当
（千円）
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２.給料及び手当等の増減額の明細

説 明

453 平均昇給率 1.3%

1,292 

△ 4,573 

３．給料及び手当の状況

　(1)　職員一人当たり給与

平均給料月額　　（円）

平均給与月額　　（円）

平均年齢　　　　（歳）

平均給料月額　　（円）

平均給与月額　　（円）

平均年齢　　　　（歳）

　(2) 初　任　給

区 分

給  料 1,745 

区　分

職  員
手当等

大  学  卒

高  校  卒

区　分

平成26年１月１日現在

平成27年１月１日現在

142,100

174,200

一般行政職
（円）

技能労務職
（円）

139,500

一般会計の制度

事務・技術（一般行政職） 技能労務職

56.09

一般行政職（円） 技能労務職（円）

142,100

340,034 351,961

394,814 401,077

47.00

174,200

139,500

340,820

400,310 403,848

46.11 55.08

331,663

備　考

△ 4,573 

 昇  給  に  伴  う
 増      加       分

その他の増減分

その他の増減分

増減事由別内訳(千円)
増減額
(千円)
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　(3) 級別職員数

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数 構 成 比

(人) (％) (人) (％)

１ 級 2 5.4 １ 級 0 0.0 

２ 級 3 8.1 ２ 級 0 0.0 

３ 級 15 40.6 ３ 級 0 0.0 

４ 級 10 27.0 ４ 級 1 50.0 

５ 級 4 10.8 ５ 級 1 50.0 

６ 級 2 5.4 

７ 級 1 2.7 

計 37 100.0 計 2 100.0 

１ 級 2 5.3 １ 級 0 0.0 

２ 級 3 7.9 ２ 級 0 0.0 

３ 級 15 39.5 ３ 級 1 50.0 

４ 級 11 28.9 ４ 級 0 0.0 

５ 級 3 7.9 ５ 級 1 50.0 

６ 級 3 7.9 

７ 級 1 2.6 

計 38 100.0 計 2 100.0 

（級別の標準的な職務内容）

区　分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

技 能 労 務 職

区　分

一般行政職 主　 事 主　事
係    長
主任主事

一 般 行 政 職

課　　長
課長補佐

部 次 長
課　　長

部 長

平成27年１月１日現在

平成26年１月１日現在

課長補佐
係　  長
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　(4) 昇      給

（Ａ） （人） 38 1

（Ｂ） （人） 38 1

１号給 （人） 0 0

２号給 （人） 11 0

３号給 （人） 0 0

４号給 （人） 27 1

５号給 （人） 0 0

６号給 （人） 0 0

７号給 （人） 0 0

８号給 （人） 0 0

（Ｂ）／（Ａ） （％）

（Ａ） （人） 38 2

（Ｂ） （人） 35 2

１号給 （人） 1 0

２号給 （人） 11 1

３号給 （人） 1 0

４号給 （人） 20 1

５号給 （人） 0 0

６号給 （人） 0 0

７号給 （人） 0 0

８号給 （人） 2 0

（Ｂ）／（Ａ） （％）

　(5) 期末手当・勤勉手当

※()内は、再任用職員の支給率

　(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

25年勤続の者

（月分）

　(7) その他の手当

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

39

39

100.0

92.1 100.0

21

0

0

0

2

100.0

37

1

12

92.5

1

40

前

年

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

区 分 合 計

本

年

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

11

0

28

0

0

0

0

0

100.0

区　分
支給期別支給率 支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

前  年  度 1.900（0.975） 2.050（1.125） 3.950（2.100）

本  年  度 1.925（1.000） 2.075（1.150） 4.000（2.150）

区　分

一般会計の制度 1.925（1.000） 2.075（1.150） 4.000（2.150）

20年勤続の者

（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

その他の加算措置等

備　考

最高限度

（月分）

34.5825

35年勤続の者

（月分）

49.59 49.59
定年前早期退職特例

措置（２～45％加算）
支給率等

区　分

25.55625

25.55625 34.5825 49.59 49.59

通勤手当 同

定年前早期退職特例

措置（２～45％加算）

一般会計の制度との異同 差異の内容

一般会計の制度

（支給率等）
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企業債
建設改良
積立金

当年度
損益勘定
留保資金

水道事業
収益

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

27 32,800 － － － 32,800 － － 32,800 32,800 － 58.9

28 22,928 － － － 22,928 － － － － 22,928 －

計 55,728 －      －      －      55,728 －      －      32,800 32,800 22,928 58.9

27 114,807 114,800 － 7       － － － 114,807 114,807 － 44.4

28 143,805 143,800 － 5       － － － － － 143,805 －

計 258,612 258,600 －      12      －      －      －      114,807 114,807 143,805 44.4

継続費に関する調書

1

水
道
事
業
費
用

1

営
業
費
用

水道事業
統合に係
る変更計
画策定事
業

同左財源内訳

前前年度
末までの
支払義務
発生額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)
額

当該年度
支払義務
発生予定
額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗
率

全 体 計 画

1

資
本
的
支
出

1

建
設
改
良
費

沢第２ポ
ンプ場建
設事業

年

度
年割額

款 項 事業名
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１　営　 業 　収 　益
(１) 1,956,163,000

(２) 0

(３)　 32,439,000 1,988,602,000

２ 営 　業 　費 　用
(１)　 382,616,000

(２) 271,045,000

(３)　 0

(４)　 111,761,000

(５) 110,127,000

(６)　 978,507,000

(７) 35,000,000

(８)　 20,000 1,889,076,000

営 　業 　利 　益 99,526,000

３ 営　業　外　収　益
(１)　 1,572,000

(２)　 143,292,000

(３)　 160,688,000
(４)　 44,003,000 349,555,000

４ 営　業　外　費　用
(１) 273,970,000

(２) 2,320,000 276,290,000 73,265,000

経 　常 　利 　益 172,791,000

５ 特 　別 　利 　益
(１) 0

(２) 2,065,000
(３) 0 2,065,000

６ 特 　別 　損 　失　　
(１) 0

(２) 1,788,000

(３) 3,091,000
(４) 28,399,000 33,278,000 △ 31,213,000

△ 2,000,000

７ 予　　 備　　 費
(１) 926,000 926,000 △ 926,000

140,652,000

0

2,744,840,000

2,885,492,000

原 水 及 び 浄 水 費

減 価 償 却 費

予 備 費

　　　　平成26年度一関市水道事業予定損益計算書

（単位：円）

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

他 会 計 補 助 金

業 務 費

　　　　　　（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

配 水 及 び 給 水 費

そ の 他 営 業 費 用

その他未処分利益剰余金変動額

受 託 工 事 費

雑 収 益

総 係 費

支払利息及び企業債取扱諸費

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

資 産 減 耗 費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 利 益

そ の 他 特 別 損 失

雑 支 出

固 定 資 産 売 却 益

臨 時 損 失
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１　

(１)

ア 291,412,138

イ 3,544,604,733

△ 1,059,195,914 2,485,408,819

ウ 31,145,626,775

△ 11,866,418,860 19,279,207,915

エ 7,378,003,645

△ 5,153,244,437 2,224,759,208

オ 34,923,647

△ 25,268,214 9,655,433

カ 285,396,770

△ 241,914,278 43,482,492

キ 0

24,333,926,004

(２)

ア 511,000

511,000

(３)

ア 100,000

100,000

24,334,537,004

２

(１)　 1,876,318,211

(２) 78,246,560

ア △ 2,500,000

(３)　 28,680,689

1,980,745,460

26,315,282,464

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

平成26年度一関市水道事業予定貸借対照表

（平成27年3月31日）

（単位：円）

資　産　の　部

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額
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３

(１)

ア
12,132,909,283

(２)

ア 440,983,278

(３)

ア 700,000

12,574,592,561

４

(１)

ア
707,735,658

(２) 106,949,100

(３)

ア 19,876,000

イ 3,548,000

23,424,000

838,108,758

５

(１)

ア 4,013,555,475

△ 2,154,195,078 1,859,360,397

イ 1,276,506,408

△ 780,826,871 495,679,537

ウ 5,000,000

△ 4,750,009 249,991

エ 1,542,415,872

△ 806,880,019 735,535,853

オ 451,624,889

△ 18,334,420 433,290,469

3,524,116,247

16,936,817,566

６ 5,213,298,816

７

(１)

ア 9,137,000

(２)

ア 654,531,470

イ 101,422,717

ウ 514,582,895

エ 2,885,492,000

4,156,029,082

4,165,166,082

9,378,464,898

26,315,282,464

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

国 県 補 助 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

国 県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 付 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

建設改良の財源に充てるため
の企業債

流 動 負 債

企 業 債

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

建設改良の財源に充てるため
の企業債

固 定 負 債 合 計

修 繕 引 当 金

預 り 担 保 金

収 益 化 累 計 額
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１　

(１)

ア 291,412,138

イ 3,553,614,733

△ 1,144,520,012 2,409,094,721

ウ 31,797,336,034

△ 12,722,412,895 19,074,923,139

エ 7,498,942,533

△ 5,350,236,600 2,148,705,933

オ 34,923,647

△ 26,595,674 8,327,973

カ 379,649,547

△ 247,511,355 132,138,192

キ 261,101,851

24,325,703,946

(２)

ア 511,000

511,000

(３)

ア 100,000

100,000

24,326,314,946

２

(１)　 1,743,761,794

(２) 78,748,000

ア △ 2,500,000

(３)　 33,283,497

1,853,293,291

26,179,608,237

平成27年度一関市水道事業予定貸借対照表

（平成28年3月31日）

（単位：円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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３

(１)

ア
12,003,889,324

(２)

ア 440,983,278

(３)

ア 700,000

12,445,572,602

４

(１)

ア
729,019,959

(２) 125,835,774

(３)

ア 20,088,000

イ 3,443,000

23,531,000

878,386,733

５

(１)

ア 4,013,555,475

△ 2,240,727,633 1,772,827,842

イ 1,276,506,408

△ 806,217,631 470,288,777

ウ 5,000,000

△ 4,750,009 249,991

エ 1,542,415,872

△ 836,363,604 706,052,268

オ 451,624,889

△ 30,522,520 421,102,369

3,370,521,247

16,694,480,582

６ 5,255,330,573

７

(１)

ア 9,137,000

(２)

ア 654,531,470

イ 101,422,717

ウ 303,580,052

エ 3,161,125,843

4,220,660,082

4,229,797,082

9,485,127,655

26,179,608,237

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

寄 付 金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

建設改良の財源に充てるため
の企業債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

預 り 担 保 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良の財源に充てるため
の企業債

引 当 金

修 繕 引 当 金
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注記 

１ 重要な会計方針 

（1）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産 

     ・減価償却の方法   定額法による 

 ・主な耐用年数  

  建物       10～60 年 

  構築物      10～60 年 

  機械及び装置   ８～20 年 

  器具及び備品   ３～15 年 

イ 無形固定資産 

   電話加入権  非減価償却資産 

（2）引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

     本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて

当該組合に負担金を拠出している。一般会計との取り決めにより、負担金以

外の追加的費用は、全額一般会計において負担することになっているため、

水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。（負担金の拠出

時に費用処理を行っている。） 

   イ 賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給

見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４ヵ月分）

を計上している。 

ウ 法定福利費引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12 月から３

月までの４ヵ月分）を計上している。 

   エ 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。 

   オ 修繕引当金 

     地方公営企業会計基準の改定前に計上していた修繕引当金を計上してい

る。 

 （3）消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書関連 

  重要な非資金取引 

   当年度、新たに計上した非資金取引はない。 

３ 予定貸借対照表等関連 

（1）担保に供している資産及びこれに対応する債務 

担保に供している資産及びこれに対応する債務はない。 

（2）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 1 年

以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

324,732 千円（過去の拡張事業等に係る出資金）である。 

４ セグメント情報の開示 

  報告セグメントの概要 

   水道事業単一の報告セグメントとしている。 

５ 重要な後発事象 

   特になし。 
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